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内外の経済学者による
中国の経済成長率に対する論評1)
許憲春(著)
作間逸雄　谷口昭彦　寧亜東　李潔(翻訳と解題)
《翻訳≫
要旨
中国経済の持続的な高成長に伴い,中国の経済成長に関する政府統計
データは内外の経済学者から広範な注目を集めてきた｡本稿では,その
中で,米国の経済学者トーマス･ロースキー(T.G.Rawski)教授が
｢中国のGDP統計にどんな問題が発生したか｣という論文で発表した見
解とその根拠,さらにその問題点を検討する｡また,ロースキー教授の
見解に対しては,内外からの批判がある｡その中から,中国国内からの
ものとして,経済学着任若恩教授による批判を紹介する｡さらに,米国
の経済学者クライン(lJaWrenCe R. Klein),ラーデイ(Nicholas R. Lardy),
ノートン(BarryJ. Naughton)の各教授による中国の経済成長率に関す
る論評についても論及する｡
キーワード:中国,経済成長率,政府統計,統計調査法, GDP
2001年末に,米国の経済学者トーマス･ロースキー教授が中国の経済成長率を
疑問視する見解を示す論文を発表してから,イギリスの『ェコノミスト』, 『フィ
ナンシャル･タイムズ』,アメリカの『ニューズ･ウイーク』, 『ビジネス･ウ
1)春稿は,辞意春｢中外経済学家対中国経済増長率的評論｣ (『財貿経済』中国社会科
学院財貿経済研究所, 2003年第2号)の日本語訳である｡のちに『中国国民経済核
算与宏観経済問題研究』 (中国統計出版社, 2003年)の第7章として収録された｡
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イ-ク』など西側の主要メディアは次々とその見解を大々的に報じた｡そのため,
同教授の中国経済成長率過大評価論は世界中に相当大きな影響を及ぼした｡しか
しながら,同時に,以下に紹介するように,ロースキー見解に対しては,有力な
反論を含めて,内外の経済学者による多くの論評がある｡
Ⅰ　ロースキー教授の中国の経済成長率に関する論評
ロースキー氏は米ピッッバーグ大学の経済学教授で,中国問題専門家として著
名である｡ 2001年12月,同教授は『中国経済評論(Ch,LnaEcc)rnmicRe7),lew)』
に｢中国のGDP統計にどんな問題が発生したか("What is happening to China's
GDP statistics?")｣という論文を発表し,その中で,中国の公式統計が1998年以
降のGDP成長率を明らかに過大評価しているということを指摘した｡中国政府
が公表した1998年, 1999年, 2000年, 2001年の経済成長率はそれぞれ7. 8 %,
7. 1%,8.0%,7. 3%であるが,同教授は真の経済成長率はそれぞれ-2. 0%-
2.0%, -2.5%～2.0%, 2.0%～3.0%, 3.0%-4.0%であり, 4年間の
累積経済成長率は中国政府が公表したデータの三分の一にも及ばないか,あるい
はさらに低い可能性もあると指摘した｡同教授は,前掲論文で,その見解を次の
三つの側面から論証している｡
1　データ間の不整合
同論文では,中国の公式統計には多くの不整合があると指摘している｡
1.経済成長率データはエネルギー消費や就業,さらに,消費者物価のデータ
と整合的でない｡ 1997-2000年の間に中国のGDPが累積で24. 7%成長している
のに対し,同じ期間のエネルギー消費量が累積で12. 8%減少している｡これは
三年間で, (対GDP)エネルギー消費原単位が30%も減少したことを意味する｡
IT産業と他の低エネルギー消費産業が急速に発展したとはいえ,エネルギー消
費原単位のこのような減少は信じがたいものであるし,また,中国経済にはこの
ようなエネルギー効率の急速な向上は起こっていないと同教授は考えている｡同
論文には, 1998年, 1999年, 2000年, 2001年の各年について中国政府が公表した
GDP,エネルギー消費,都市部就業と消費者物価指数の成長率のデータが掲げら
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表1　中国政府が公表したGDP,エネルギー消費,都市部就業と消費者物価指数の成長率
単位:%
1998 涛2000 1998-2001        
GDP 途繧7.1 唐7.32) 2繧     
エネルギー消費 蔦b紕-7.8 1.1 蔦R絣     
都市部就業 ???.6 ???.2 ?繧?
消費者物価指数 蔦繧-1.4 紕-0.5 蔦"      
注:資料出所: Thomas G. Rawski "What is happening to China's Gop statistlCS?"
表2　東アジア地域におけるGDP,エネルギー消費,就業と消費者物価指数の累積成長率
単位:%
日本 I韓国 hﾙ中国 醍     
1957-1961 田rﾓ都1977-1981 塔rﾓ涛1997-2001         
実質GDP 鉄"繧49.7 綯31.8 2繧      
エネルギー消費 鼎85.2 2綯19.8 蔦R絣      
就業 釘綯17.0 湯紕23.2 繧    
消費者物価指数 綯20.6 縒46.6 蔦"         
注:資料出所: Thomas G. Rawskl "What is happening tO China's Gr)P statistics?"
れているので,表1として再掲した｡一万,表2に再掲したのは,中国を含む東
アジアの国･地域における1950年代以降のそれぞれの国･地域の高成長期につい
て, GDP,エネルギー消費,就業,消費者物価指数のデータを並べて示したもの
である｡この表によって,同教授は,過去10年間の中国を含む各ケースにおいて
高い実質GDP成長率は,エネルギー消費量の高い増加率,高い就業増加率,消
費者物価の高率の上昇と同時に起こっていることを指摘する｡従って,国際比較
のうえからも,中国自身の経験から見ても,近年の経済成長率は信じがたいと論
じている｡
2.生産データ間及び生産データと投資データ間に整合性がない｡ 1998年の水
2 ) "What is happening to China's Gl)P st,atistics?''において,ロースキーは7. 9 0/.を用
いたが,その後に発表した"H()w Fast is China's EcoI10my Really Growing"には,
ロースキーは中国公式統計の7. 3 0/oに改めた｡後者の論文はThe ChmaBusi,ness
Re7)iew誌2002年3-4号に発表されている｡
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害は20世紀の中国十大自然災害の一つでありながら,統計上は, 1省を除いて農
業産出は増加したことになっている｡また, 94種類の主要鉱工業製品のうち,産
出額の伸びが二桁に届いたのは14種類に止まり,逆に53種類の製品は減産してい
るにもかかわらず,統計上鉱工業産出額は10.75%増加したことになっている｡
さらに,投資額は13.9%も増加したのに対して,統計のうえでは,鉄鋼消費と
セメント生産の増加は5%以下に止まっている｡
3.消費データ間に整合性がない｡ 2000年を除いて消費財小売総額の伸びは家
計調査の-人当り消費支出額の伸びより大きく,毎年約1%の人口増加率では両
者の開差を説明できない｡
4.消費データと所得データとの間に整合性がない｡消費財小売総額の伸びが
家計所得の伸びより大きいことは,平均消費性向が上昇傾向にあることを意味し
ているが,最近の研究によると,消費支出が所得に占める割合は,低下傾向にあ
ることが知られている｡
2　中国語の論評や記事からの情報
ロースキー論文は,中国の公式統計データに関する中国語の論評や記事を多数
引用し,そうした大量の中国語文献が存在すること自体,企業でも,また,中央
政府や地方政府でも経済成長指標の水増しが横行していることに対する疑問の余
地のない証拠であると論じている｡
おそらくこうした中国語文献に依拠しながら同論文は,次のように論じている｡
①1998年から国家統計局は省レベルの経済成長データを放棄した｡ ②近年,国家
統計局は地方や省を横断する統計ネットワークを構築しようとしている｡ ③しか
し,当該ネットワークの能力が乏しく,地方･省レベルの政府機構を通じた情報
収集以上のことはできない｡
同論文は,さらに中国の経済学者でも経済政策を論評する際にしばしば中国の
公式経済成長率データを軽視する例があることを挙げている｡
3　経済成長率の上限
ロースキー教授によれば,自分と同じように中国の公式統計データに戸惑いを
感じる読者が最近の中国経済の動向を分析するためにまずやらなければならない
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ことは,中国の公式統計データに替わる何らかのデータを探し出すことであると
いう｡中国経済の規模及び多様性のためにこのような努力には克服し難い様々な
障害を伴うとはしながらも,近年の中国経済成長率を別推計する出発点となりう
るのは,同教授によれば,中国の航空業に注目することであるという｡
飛行機は高所得の旅客によく利用されており,所得格差の拡大は90年代の中国
経済の顕著な特徴であるから,豊かな航空旅客の所得の増加が平均的な所得水準
の増加より速やかであったことは疑いないとロースキー論文は論じる｡ 1998年の
猛烈な価格競争により中国の航空会社は国内路線の旅客に30%-40%の値引きを
提供しており,旅客の所得の向上とチケット価格の下落に因る旅客輸送量の成長
は,国民総所得と国民総支出の最重要な構成要素である家計可処分所得と家計消
費の成長よりはるかに速かったと考えられる｡しかし, 1997年と1998年のデータ
により中国航空旅客輸送量(人･キロベース)の成長は,国内路線が2.2%,全
路線で3. 4%に止まった｡
同論文は, GDPの構成に大きな変化がなかった以上, GDPの需要側の状況,
または消費側の状況がもたらす, 1998年の中国の経済成長率の上限値は2. 2 %で
あるとしている｡エネルギー消費量の減少,多くの種類の鉱工業産出の減少,大
量の失業,生産能力の普遍的な過剰,在庫品の増加及び水害の影響により,この
結果は,公式成長率である7.8%より妥当なものと考えられるが,実際には,更
に低く,マイナス成長の可能性もあるというのが同論文の見解である｡
また,同論文では, 1998年以降についても,過剰な供給,デフレの圧力,ゼロ
に近い就業増加率,生産能力の普遍的な過剰,在庫品の増加,貸出にまわされな
い多額の銀行預金残額が存在することなど,各側面の状況から,実際のGDP成
長率は7%を大幅に下回る水準に止まっていたと考えられると論じている｡
自身の中国近年のGDPの推計については,厳密な経験データに基づいたもの
ではないとするものの,中国の公式GDPデータとは対照的に,就業･価格･エ
ネルギー消費の動向に関する中国の公式統計データと整合的であるとしている｡
Ⅰ　任若恩教授のロースキー見解への論評
任若恩氏は北京航空航天大学経済管理学院教授であり,同教授による中国経済
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の国際比較に関する研究結果は世界銀行やOECDにも認められている｡同教授
は上に示されたロースキー見解に反論する論文3)を発表した｡同論文では,ロー
スキー教授の研究手法が適切でなく,中国の経済成長率の推計としては信悪性が
低いと指摘している｡
ロースキー教授は経済成長率とエネルギー消費データの不整合により中国の公
式の経済成長率に疑いを抱いたわけであったが,任教授はドイツ,イギリス,ア
メリカ,日本と韓国の経済成長率とエネルギー消費増加率の関係を考察し,これ
らの国でも経済成長率とエネルギー消費データの間には不整合が見られると指摘
している｡
ドイツの場合, 1989年から1992年連続4年間のエネルギー増加率は経済成長率
より少なくとも4%低く,累積経済成長率が12%であったのに対してエネルギー
消費は同期間に7%減少した｡また, 1981年と1999年のエネルギー消費量の増加
率も経済成長率より4%以上低い｡
イギリスは, 1973年, 1975年, 1983年, 1988年と1995年においてエネルギー消
費量の増加率は経済成長率より少なくとも4%低く,両者の開差は1980年と1997
年には6%にまで達していた｡
米国についても, 1980年, 1981年, 1983年と1990年においてエネルギー消費量
の増加率は経済成長率より4%以上低い｡
日本では, 1978年, 1980年と1985年においてエネルギー消費量の増加率が経済
成長率より4%低く,両者の開差は1981年には6%にまで達していた｡
韓国の場合, 1981年のエネルギー消費量の増加率は経済成長率より7%以上低
いのに対して, 1977年, 1979年, 1981年, 1990年と1992年についてはエネルギー
消費量の増加率は経済成長率よりかなり高く, 1979年にはその開差は9%に達し
ていた｡任教授はエネルギー消費量の増加率が経済成長率より低い場合には経済
成長率が過大評価されていると考えるのならば,エネルギー消費量の増加率が経
済成長率より高い場合には逆に経済成長率が過小評価されている疑いもあると指
3)任若恩(2002) ｢中国GDP統計はどのくらい水増しされているのか-中国のGDP
をめぐるふたつの推定研究に関する若｢の方法問題｣, 『経済学(季刊誌)』第2巻
第1号に掲載されている｡
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摘している｡
国内航空旅客輸送量の成長率を中国の経済成長率の上限値にするロースキーの
見解について,任教授は, 1983年-2000年の中国の経済成長率と国内航空旅客輸
送量の成長率の比較を行なった結果,確かに多くの年次については後者が前者よ
り高かったが,個別の年次については後者が前者より低かった場合もあるとして
いる｡ 1998年の国内航空旅客輸送量の成長率を同年の経済成長率の上限値とする
ことができるのであれば, 2000年の国内航空旅客輸送量の成長率の20.07%4)を
2000年の経済成長率の上限値とすべきであろうとロースキー教授に反間している｡
任教授は,中国の経済成長率の推定に関する関連文献を展望し,ロースキーの
推定方法を吟味したうえ,中国の公式統計データの真実性に関するロースキーの
論評方法があまりにも素朴,倉卒なる断定であり,研究の水準を失うものである
と指摘している｡
Ⅱ　クライン教授による中国の経済成長率への論評
ロレンス･クライン(LawrenceR. Klein)氏は,米ペンシルバニア大学教授
で,著名な計量経済学者であり,ノーベル経済学賞の受賞者でもある｡中国の経
済成長率の過大評価をめぐる各方面からの批判に関連して,オズマク(S.Ozmu-
cur)教授とともに｢中国経済成長率の推定｣ (The Estimation of China's Economic
Growth Rate)と題された論文を発表した｡
両教授は,新たな視角から中国のGDPを研究するために,中国経済をめぐる
各種統計系列と公式GDP推計値との整合性を検討した｡検討対象とした統計系
列は, T記の15系列である(表3を参照)｡
検討対象とした系列には,エネルギー,交通,通信,労働力,農業,公共部門,
賃金,インフレをめぐる指標が含まれている｡同論文は,これら15の系列に関し
て主成分分析を行なっている｡どの国でも経済成長の決定要因は多様であり,現
代経済のような複雑な状況をただ一一つの指標で解釈すること,とりわけ中国のよ
4)著者が精査した結果, 2000年の国内航空旅客輸送量(人･キロベース)の成長率は
13. 2%である｡
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表3　GDPに関連する15の重要な指標
電力(kwh) h蓼鵁蝌ｼhｼh,ﾈｨHﾘr３   
石炭(トン) 榎h,ﾉh蝎|｢x92    
原油(トン) 冲姥9¥儷ﾈ麌,ﾈ6ｲ      
鉄鋼生産量(トン) 冲?ﾂ姥9¥儷ﾈ麌,ﾈ6ｲ     
貨物輸送量(トン.キロ) ?ﾙWｸ辷?溢???
航空輸送量(トン.キロ) 們,ｾ     
長距離電話通信回数(回) 8987H8ﾉzb蔭N(廁ｦ倡yB     
畜産品生産量(トン) 
うな大規模な経済の状況を解釈することは不可能であり,異なる資料を出所とし
てもつこうした15の指標は中国経済に対して十分な代表性をもつと論じる｡その
うえで,その主成分の変動が中国の公式GDPの変動と整合的であるという分析
結果が示されている｡
だからと言って,同論文における著者たちの意図は,中国の公式GDPの正し
さを証明することではない｡著者たちが指摘しているように正しい推定値は誰も
知らず,推計方法により結果が違うということは世界共通の事実であるからであ
る｡
Ⅳ　ラーディ氏による中国経済成長率への論評
ニコラス･ラーデイ(NicholasR.Lardy)氏は米ブルッキングス(Brook-
ings)研究所の上級研究員である｡同氏は,香港で出版されている米誌『アジア
ン･ウォールストリート･ジャーナル(AsianWallStreetJournal)』の2002年
6月14日号に, ｢中国経済は成長し続ける｣ (ChinaWillKeeponGrowing)を発
表した｡
この論文の中で,過去4年間の中国経済の不振は深刻で,経済成長率は政府が
公表した7%超ではありえないとするロースキー教授の批判について,ラーデイ
氏は二つの経済指標を用いて分析した｡すなわち,輸入額と歳入である｡中国の
公式統計データによると, 1997年-2001年の輸入額が70%,歳入が90%増加した｡
貿易統計の責任を持つ税関は輸入額に応じて政府財政部門に関税を納めなければ
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ならないので,輸入額が水増しされた可能性は低いと考えられる｡この期間にお
いて関税の低下により輸入品の価格が下落しているが,関税の低下幅は大きいも
のではなく,それによる輸入額の拡大が輸入額全体に占める割合は20%を超えな
いと考えられる｡現在の通貨価値は1997年の通貨価値とあまり変わっていないの
で,輸入額増加の残余の部分について最も合理的な解釈はGDPの増加をその原
因と考えることであろうとする｡
また,失業給付,国営企業労働者の退職金,環境悪化の改善と軍事近代化の出
費などを含んだ社会資金の需要の拡大が歳出増加に対する巨大な圧力となってい
る状況では,歳入の水増しも不可能であると同氏は考察する｡どの国でも経済成
長率の顕著な下落の場合には,企業の利潤減少と個人所得,個人消費の停滞によ
り税収の伸びは必ず緩慢になると考えられるから,過去4年間の中国経済の不振
が深刻であったという主張と税収の大幅な伸びとは不整合であるとラーデイは指
摘している｡
米カリフォルニア大学サンディエゴ校の中国問題専門家のノートン(BarryJ.
Naughton)教授は,ラーデイ氏の分析は正鵠を得ているとしながらも,エネル
ギー消費量の減少や失業率の上昇など他の要因から中国経済の高成長を不可能と
見る見解を当面のところ完全には論破しにくいと指摘している｡しかし,ノート
ン教授はこの論争が決着するとき,中国経済が着実に高成長していることが分か
るだろうと確信している｡同教授は次のように述べている｡ ｢中国経済成長率の
論争に関するすべての問題が解決されたときにはっきりわかるであろうが,中国
の経済成長率は,それほど完全でない中国政府のデータに非常に近いものになる
であろう｡それは決してある一部の人が論じているような低成長データではな
い｣｡
Ⅴ　ロースキー論文の問題点
以上の経済学者の指摘のほか,ロースキー教授の論文にはさらに多くの問題が
存在している｡ここでその一一･,二を挙げる｡
1.中国の公式統計データと現実との不整合を非杜しているロースキー論文自
身にも多くの現実との不整合が存在している｡例えば,同論文には, 1998年から
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中国国家統計局は省レベルの経済成長データを放棄したことと書かれているが,
それは事実誤認である｡中国がGDPの推計を開始した1985年から,国家統計局
が統計システムと推計方法を統一的に制定し,地方と国とが独立にGDPを推計
する方式を採用している｡すなわち,国家統計局が全国のGDPを推計し,省,
自治区,直轄市は対応する地域のGDPを推計する｡従って,全国のGDPは省レ
ベルGDPの合計と　一致しない｡そのため,現在に至るまで省レベル合計の経済
成長率と全国レベルの経済成長率とは等しくなったことはなく, 1998年以前につ
いても省レベル合計の経済成長率と全国の経済成長率との差が1998年以降より大
きかった年もある｡よって,国家統計局が省レベルの経済成長データを放棄した
という事実はない｡
また,ロースキー論文には,国家統計局が近年地方や省レベル政府にまたがる
統計ネットワークの構築に努力したが,通常の(政府間)情報ルート以外のデー
タ収集能力を備えていないことを指摘している｡これも事実誤認である｡中国国
家統計局は20世紀の80年代, 90年代に三つの直属調査チーム:農村社会経済調査
チーム,都市社会経済調査チームと企業調査チームを設立した｡農村社会経済調
査チームは全国の857県,都市社会経済調査チームは226都市,企業調査チームは
185都市に置かれている｡農産物産出統計,農村固定資産投資の統計,都市と農
村住民の家計調査,価格調査,一定規模以下の企業のサンプル調査など多くの重
要な統計調査はこの三つの直属調査チームにより展開されている｡
2.中国の公式統計データ内部に存在する矛盾を非難するロースキー論文にも
多くの矛盾点が存在する｡例えば,同論文では,中国国内航空旅客輸送量の成長
率を根拠として1998年の中国経済成長率の上限値を2%と臆断している｡しか
し, 2000年の国内航空旅客輸送量の成長率は13.2%であるのにもかかわら
ず, 2000年の経済成長率を2%-3%,したがって,上限値が3%ほどと推定し
ている｡これは,明らかに矛盾である｡
参考文献
1. Rawski, T.G. (2()01) "What is happening to China's GDP statistics? ''Ch71n(1, Ec(ブ-
nomic Review,Vol. 12, pp. 347-354.
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Edition,April 8, 2002.
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第1号, 2002年10月｡
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解題
中国の国民経済計算は1993年以降,かつての中央計画経済諸国が採用していた
MPS体系から多くの市場経済諸国が採用しているSNA体系に準拠するそれに移
行した｡表1に中国国民経済計算の変遷の概略を示したが,中国で(MPS体系
に基づく)国民勘定推計が始まったのは, 1956年のことである｡一方, sNA体
系に基づく国民勘定統計(GDP統計)の作成は, 1985年から開始され,当初は,
MPS体系と併用されたが, 1993年に, MPS体系に基づくその推計を廃止LsNA
体系への-｡本化が行なわれた｡ 2002年には, SNA体系に準拠した新たなマニュ
アル『中国国民経済計算2002』 (李潔訳(2006) 『統計研究参考資料』 No.94)1)が
作成されている｡
1)ただし,このマニュアルは中国の統計整備のH標体系としての側面が強く,必ずし
も実際の統計作成の指針といえるものではない｡
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表1　中国国民経済計算の変遷
酉暦 盤9ﾈﾆsNA体系    
1956 ﾘﾇhﾞﾉﾈ､ｨ趙    
1981,82 伜仂iｭiUﾈﾞﾉﾂ    
1985 GDP推計開始  
1987 産業連関表作成開始  
1992 資金循環表作成開始  
1993 Hﾇh,ﾙGﾄﾈ+X+ﾘ*ｨｫ,ﾉwﾎｨ/[冽中国国民経済計算体系(試行案(公表         
2003 x-x,H,ﾉwﾎｨ/ﾞﾘ中国国民経済計算体系2002公表      
このように, ｢社会主義市場経済｣の建設をめざす中国で市場経済を前提とし
たSNA体系に基づいたGDP統計の作成が行なわれているが,その統計制度には
MPS時代の報告型制度の名残があるうえに,改革開放以降の急速な中国経済の
変化に統計作成の体制作りが｢分対応できているとは言い難い側面もある｡たと
えば,許(2005a, 2005b)によれば,産業部門分類と支出項目分類が租すぎる,
定期的なサービス業統計が存在しない,基礎統計資料の制限から支出ベースの四
半期推計が実施されていない,不変価格GDPの推計に弱点がある,統計資料の
収集が地方政府に干渉されやすい,などの問題の存在が指摘されている｡
しかし,このような中国当局の努力にも関わらず,中国のGDP統計への不信
は根強い｡ 90年代のものとしては,世界銀行やマデイソン･グループ2)の批判や
再推計がよく知られているが, 2000年代にそれがマスコミにまで広がりをもつか
たちで再燃するきっかけになったのは, 2001年12月に発表された,米ピッツバー
グ大学教授･ロースキーの論文(Rawski, 2001)である｡
本論文は,中国国家統計局国民経済計算司長･許憲春が,ロースキーによる中
国のGDP統計に対する批判を,それをめぐる中国内外の論評とともに紹介し,
必要な反論を試みたものである｡個人の立場で書かれた論故ではあっても,この
問題(ロースキー見解とくに1998年問題)に対する国家統計局の見解を(言及さ
2) Maddison, (1998)のほか, Wu. (1993), Wu (1997), Wu (2002)など｡中国の
公式GDPを再推計するその他の試みとして, WangandMeng (2001), Keidel
(2001), Wu (2003), Shiau (2005)ほかがある｡
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れる論評や引用箇所の選択も含めて)言外に読みとることができるかもしれない｡
中国の公式統計によれば, 1997年から2000年にかけて中国の実質GDPは
24. 7%成長した｡年平均成長率は約8. 2%である｡アジア経済危機のさなかに
もかかわらず,中国がこのような高成長を実現できたのかどうか,ロースキーは
次のような疑問を里している｡
①同期間内のエネルギー消費が12. 8%減少している｡
②1998年の大洪水にもかかわらず農業産出が1省を除いて増加している｡
(参鉱工業の主要94品目のうちその物的産出が2桁成長したのは14品目にとどま
り, 53品目については,物的産出が減少しているにもかかわらず,鉱工業生
産額は10.75%成長している｡
④同期間の設備投資額は13. 9%の増加であったが,鉄鋼消費とセメント生産
は5%以下の増加にとどまっている｡
(92000年を除く同期間の小売調査販売額の伸び(41%)が家計調査の1人あた
りの消費支出の伸び(30%)よりも大きく,その差は人口増加率より大きい｡
とくに,焦点となった年が1998年であった｡中国政府がその年の目標成長率に
設定していた8. 0%をわずかに0. 2%下回る7. 8%というGDP成長率に対して
政治的操作の疑惑が取り沙汰された｡ロースキーはその年の成長率上限を2%と
していることは本文の通りである｡
日本でロースキー論文が紹介されたのは, 2002年5月の『sAPIO』誌の記事
｢中国のGDP成長は7-8%どころか±2%にすぎない｣ (SAPIO編集部,2002)
と『文蛮春秋』 2002年8月号の｢中国不信｣特集中の岩瀬彰論文｢経済成長7%
の嘘八百｣ (岩瀬, 2002)であった｡時期を置かずに,ロースキー論文や岩瀬
(2002)に対する反論,張(2002),大西(2002)が発表されている｡
大西(2002)にも述べられているとおり,問題とされた時期,中国の公式経済
統計データに,不整合があることは明らかである｡とくに公式経済成長率数値と
エネルギー消費データとの不整合は,著しい｡しかし,とはいっても, GDPが
過大なのではなく,エネルギー消費統計に過小バイアスがあった可能性もある｡
たとえば,堀井(2001)は石炭統計に脱漏があるとし,李(2002)もエネルギー
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消費データの不備について指摘している3)｡エネルギー消費効率が改善している
可能性もある｡本文中の任(2002)の見解にもそうした可能性が示唆されている
と見ることができるが,小川(2003C)は,エネルギー効率の要因分析を1997年
から1999年付加価値ベース仝43産業部門について分析している｡任･黄(2003)
は, 1995年産業連関表を用いてエネルギー消費効率の要因分析を行なっている4)0
Fishr-Vanden,K.etal (2004)は,詳細な企業データを用いてミクロレベルでの
エネルギー消費効率の分析を行なっている｡ Zhang (2003)は, 1990年から1996
年までを付加価値ベース29産業部門についてエネルギー消費効率の要因分析を行
なっている｡これらすべての論稿でエネルギー消費効率の改善が確認されている
ことが注目される5)｡
さらに, GDPの過大評価とエネルギー消費の過小評価とが同時に存在したと
見ることもできる｡本解題で採用する見解もこれに近い6)｡ただし,エネルギー
消費の過小評価の度合いのほうがやや大きかったと見る｡もちろん,多くの研究
によって指摘されているとおり,ロースキーが成長率の上限値とした数字は根拠
を欠く｡結局,その過激なタイトルに反して岩瀬(2002)が書いているように, 1998
年も,ほどほどに成長した年だったと見るわけである｡
GDP推計の側にも問題が発生していたと見られることの傍証を,最近,中国
国家統計局が発表したGDP修正値から得ることができるように思われる｡ 2006
年1月9日,中国国家統計局は, 2004年経済センサスの結果を反映した1993年-
2004年のGDPの修正値を発表した7)｡表2に,その改訂状況を示している｡従
来統計で十分に捕捉されていなかったサービス業のカバレッジが向上した結果,
3)エネルギー消費データの過小バイアスについては,以上のほかにSinton,J.E.(2001),
Sinton, ∫.E. and Fridley, D.G. (2000)を見よ｡
4)ただし, 1997年から2000年までは付加価値ベース5部門の推計｡
5)ただし, GDPの実質化については,それぞれの研究者が独自に行なっている｡
6)本解題では展開しないが,実質化手法にも問題があり得る｡許(2006a)によると,
従来中国国民経済計算における実質化は,中央当局が取り決めた価格(不変価格リ
スト)に基づいたものであった｡企業は,不変価格リストに基づいて産出額を報告
するが,この不変価格リストは実際の市場価格を表すものではない｡その点におけ
る最近の改善についても許(2006a)を見よ｡
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表2　経済センサス後のGDP推計値
(単位:億元, %)
午
改訂前後のGDP 改定前後の経済成長率
改訂後　　改訂前　　改訂幅 改訂後　　　改訂前　　　改定幅
3 5334　　　　34 634
48198　　　　46759
60794　　　　584 78
71 177　　　　67885
78973　　　　744 63
84402　　　　7834 5
89677　　　82067
992 1 5　　　89468
109655　　　97315
120333　　105172
135823　　1 17390
1 59878　　136876
2　　　　　　14　　　　13.5　　　　　0.5
3.1　　　　13.1　　　　12.6　　　　　0.5
4　　　　10.9　　　　10.5　　　　　0.4
4.8　　　　　10　　　　　9.6　　　　　0.4
6.1　　　　　9.3　　　　　8.8　　　　　0.5
7.7　　　　　7.8　　　　　7.8　　　　　　0
9.3　　　　　7.6　　　　　7.1　　　　　0.5
10.9　　　　　8.4　　　　　　8　　　　　0.4
12.7　　　　　8.3　　　　　7.5　　　　　0.8
14.4　　　　　9.1　　　　　8.3　　　　　0.8
15.7　　　　　10　　　　　9.5　　　　　0.5
16.8　　　　10.1　　　　　9.5　　　　　0.6
出所:中L]iJLi]家統計局(2006) ｢中国国内総生産の遡及改訂結果に関する公告｣より｡
全体として見ればかなり大きな上方修正になったが,問題の1998年の経済成長率
については,改訂前後で数字の変化がないことが注目される｡ Wu (2006)も指
摘する通り,そのことは,事実上, 1998年の成長率が<相対的に>引き下げられ
たことを意味するからである｡
最後に,中国の統計制度の側面から,問題を見てゆくことにする8)0
7) 2006年1月10口付各紙｡なお, 2005年12月20日には,経済センサスの結果に基づい
た2004年のGDP推計値を公表している｡同日夕刊各紙に｢中国, GDP世界6位
に｣ (『日本経済新聞』)などと報道されている｡同家統計局(2006) ｢中国国内総生
産の遡及改訂結果に関する公告｣には簡単であるが,遡及方法についての説明があ
り,許(2006b)には遡及方法のほか,遡及改訂に伴なう幾つかの変更について解
説している｡ Wu (2006)には,同家統計局が用いた修正方法の詳細な検討が含ま
れている｡ Xu (2006)は, 2006年の国際所得国富学会(フィンランド,ヨエンス
ウ大学)で行われた責任者による説明である｡
8)中国の統計制度については,小島(2003)が中央計画経済時代から現在までの論点
をまとめている｡英文では, Holz (2004)がある. GDPに限定したものとしては,
許(2005a, 2005b),小川(2003a, 2003b)をあげておく｡
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図1　中国の統計システムの概略
どの国でも,つねに完全無欠のGDP数値を生み出す完壁な国民勘定統計など
というものは存在しないのだから,中国のGDP統計の正確性そのものを問題と
するよりも,統計作成に関わる制度的,方法論的問題が統計の真実性を損なう,
場合によっては,意図的なデータ操作や歪曲をもたらすメカニズムを問題にした
ほうがはるかに生産的だからである9)｡
中国の統計制度は,かつて中央計画経済時代の伝統に沿った報告ベースのそれ
であったが,中央計画経済から(社会主義)市場経済-の移行の中で,報告ベー
スから調査統計ベースの統計制度-と変貌しつつある10)｡その中で,全国第三次
産業センサス,全国鉱工業センサス,全国農業センサスなどの全数調査を実施し,
標本調査についても農産物生産量調査,都市と農村の家計調査,価格調査などが
実施されて,調査統計ベースの統計作成が大幅に拡大している｡さらに人口セン
サス(10年ごと),農業センサス(10年ごと),経済センサス(5年ごと)などの
統計調査を定期的に行なうことを制度化している｡
従来の報告型の制度では地方政府の影響を払拭できなかったが,本論文でも言
9) wu (2006)｡
10)東欧諸国でも移行期の国民勘定の推計には,中国と同様の問題があった｡ Bartholdy
(1997)を見よ｡
ll)本論文で参考文献としてあげられているものを除く｡
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及されているように,現在では,中国国家統計局の直接管轄下に企業調査隊,社
会経済調査隊と農村･社会経済調査隊を設置して改善が図られている｡図1に示
した｡また,地方政府にも独自の統計担当部署がある｡なお,同図から見られる
とおり,政府各部門にも統計部があり,それらは,国家統計局の直接指揮下にあ
るのではない｡ただし,それらについても,国家統計局は総合調整機能を有する｡
さらに統計法などの法令の遵守,審査制度の導入などの改善策が導入されている
ことにも注意する｡
本解題で論じてきた1998年の経済成長率をめぐる問題も,報告ベースの統計か
ら調査統計ベースの統計へと,中国の統計制度が改革される過渡期のひとつのエ
ピソードと見られるような時が来るのかもしれない｡
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後記　翻訳作業は,寧が草稿をつくり,杏,作間,谷し_ほ含めて検討したものを
作間が最終的にとりまとめた｡解題は,谷口が草稿をつくり,李,作間を含めて
検討したものを,作間が最終的にとりまとめた｡
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